

































































































































ができないとされていた。30日案の骨子は，1947年 1 月 6 日以後の児童福祉法要綱案にも引き継
がれ，この時点まで厚生省は，保育所を「乳幼児の心身の保護育成とその家庭における保育の負担
を軽減する施設」と位置づけ，申請者を積極的に受け入れる姿勢を打ち出していた2）。
　しかし，GHQの児童福祉法関係担当であるPHW（Public Health & Welfare Section）との協議開
始以後，児童福祉法 2 月 3 日案では保育所の目的の記載は消え， 6 月 2 日案に「保護責任者の負
担を軽減する施設」という規定が復活したものの，以降の法案からは消えている。また，「委託の
願出をこばむことはできない」という内容も 2 月 3 日案を最後に消え，7 月 4 日案では委託の申
請に対して「保育することができる




議が開始された1947年 2 月以後変化していった。そして， 7 月21日案に入所の要件として「保育
に欠ける」という文言が現れた。PHWに提出された英訳文の「保育に欠ける」に対応する部分は，













































































































































































































































（ マ マ ）
心の発育が非正常化する状態
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」（傍点筆者）の保障，⑷家庭保育を守るための公的援助，⑸家













































































































　　14.  Article 21， line 1. The word “may” will be replaced by the word “shall.”
　　15.  To Article 21， the following provision will be added: Provided, it is otherwise in the case there is 
unavoidable reason.
　　　　（GHQ/SCAP, Public Health and Welfare Section, 1947.01-1951.05, マイクロフィッシュ№01173）
　 7 月21日案（和文）は『児童福祉法成立資料集成下巻』（児童福祉法研究会編 1979: 825）を，訂正増補
分（和文）および訂正後法案（英文）は，『児童福祉法成立資料集成上巻』（児童福祉法研究会編 1978: 
572-573，579）を参照のこと。
4）1947年 7 月14日付PHWの覚書によれば，厚生省との協議で Mrs.Asaka（厚生省とPHWとの連絡事務官
を務めた浅賀ふさと思われる）から，母子家庭などの生計維持に母の就労が必要であるとして，戦争で
損壊したり，物資不足の状態にある民間施設，特に民間保育所の整備のための補助金の必要性を求めら
れたが，WD（Welfare Division）は生活保護法（Daily Life Security Law）で可能なので，児童福祉法で
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